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Ⅰ　はじめに

　現在の北海道は温暖化によって醸造用ぶどうの
産地に適してきたことや、地元ワインを活用した
地域振興への期待から、各地でワイナリーが設立
されており 2022 年末時点で 55 軒のワイナリーが
ある。
　それに伴い、ワイン産地としての北海道の認知
は、大枠の「北海道」とともに、ワイナリーが集
積する下位地域の「後志」と「空知」で進んでい
る。産地の持続的発展には、地域ブランド化を進
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Summary

  Hokkaido is increasingly being recognized as a wine-producing region. However, to ensure the sus-
tainable development of this region, local branding must be promoted, and competitiveness with other 
wine-producing regions must be increased. Therefore, the regional image of the wine-producing region 
should be developed, and its characteristics should be popularized. We assessed the collaborative rela-
tionship between wineries and identified a network-type community. We found that density and medi-
ating centrality can be used as indicators to elucidate the characteristics of a wine-producing region 
and understand the role of highly rated wineries in regional development.

＊

め、 道 外 産 地 と の 競 争 力 を 高 め る 必 要 が あ
る注 1）。そのためには、ワインの品質を高めるこ
とに加え、ワイン産地としての特徴や地域イメー
ジを形成し、発信する必要がある。
　しかし、企業ブランディングであれば、ブラン
ド・マネージャや担当部署が任務（権利）として
ブランド化の主体となるが、地域ブランディング
においては、地方自治体などの公的機関だけでな
く企業や住民など多種多様な主体が想定される

（小林［9］）。
　国内の代表的なワイン産地である山梨を例とす
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れば、ブドウ品種を軸とした地域ブランド化や地
理的表示（GI）保護制度の導入は、ワイン酒造
組合が県内のワイナリーを取りまとめて主体的に
進めている（齋藤ら［10］）が、北海道において
は同様の組織はない注 2）。
　一方でワイナリーは自社ワインのラベルやウェ
ブサイトにおいて、畑や醸造所が位置する地域の
イメージを発信している。その中でも地域の中核
となるワイナリーは、自ら他のワイナリーや自治
体や飲食店等と連携しワインツーリズムやワイン
イベントを開催している。また、ワインをテーマ
とした地域イベントに参加することで、地域イ
メージの形成や発信に貢献している。
　そこで、本研究ではワイナリーが行う地域イ
メージ形成・発信における、共同的な側面に注目
し、その関係性を地域ブランディングの主体とし
て提示することを目指す。
　本論では、Ⅱ節でワインにおける地域ブランド
化の必要性を説明した上で、Ⅲ節で北海道の中核
ワイナリーと地域イベントを示す。そして、Ⅳ節
で、先行研究を整理する。Ⅴ節以降で社会ネット
ワーク分析を用いて地域ブランディングの主体を
提示する。

注 1）�児玉［8］は、ブドウ品種を軸とした地域ブラ
ンド化の立場から「より狭いエリアで収穫され
たブドウからのワインが、当該エリアを包含し
たより広いエリアで収穫されたブドウからのワ
インよりも、より高い付加価値が与えられて、
より高い価格帯で製造販売される、というヒエ
ラルキーが出来上がっていく」として、国内市
場のみならず、海外市場における競争相手との
厳しい地域ブランド競争の中で、日本のワイン
産地における地域ブランドの細分化と階層化
が、今後活発に行われるとしている。

注 2）�道産ワイン懇談会は、北海道内の唯一のワイン
に関する業界団体であり、主導的な組織である
が、道内に 55 軒あるワイナリーの内、加盟は
36 軒（2023 年 2 末時点）であり、ワイナリー
を取りまとめているとまでは言えない。

Ⅱ　ワイン産地の地域ブランド化

　ワインには品質の高さだけでなく、テロワール
を表現することが求められる。世界でワインが親
しまれる背景には、このテロワールの多様性に価
値が見出されている（山下［13］）からである。
テ ロ ワ ー ル は、 大 地 と い う 意 味 の「 テ ー ル

（terre）」から派生したフランス語で、日本語に
しにくい概念であるが、「土地に根ざす味わい」、

「ワインに表現された土地の個性」である。その
土地で造られるワインの原料となる、ブドウの樹
が植えてある土壌、気候、日照量などその土地固
有の風土的な環境要素を表す概念であり、土地の
文化・価値観などを含めて考える場合がある（前
田［11］）。
　本研究では、この「地域のテロワールが表現さ
れたモノやサービスおよび地域そのもののブラン
ド」を「地域ブランド」として扱い、「地域名か
ら想起されるテロワールや地域固有の特徴」を

「地域イメージ」として定義する。
　この様に、ワインは飲料としての機能的な価値
だけでなく、その土地固有の風土や文化・価値観
までもが評価される。そのため、ワインにおいて
地域名の表示は、生産場所を示すこと以上に、そ
のワインが造られた地域固有の特徴、テロワール
を表現するものでもある。そのため、「地域ブラ
ンド」における「地域イメージ」は、同一地域内
の全てのワイナリーにとって等しく重要であり、
ワイナリー自身が主体的に形成し発信する必要が
ある。

Ⅲ　�北海道の中核ワイナリーと地域イベ
ント

1．中核となるワイナリー
　同一地域における「地域イメージ」の形成にお
いて、中核となるワイナリーの役割は大きい。他
のワイナリーや自治体や飲食店等と連携しワイン
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ツーリズムやワインイベントを実施できるワイナ
リーは、高品質なワインづくりの実績や知識を背
景として、地域内のステークホルダーへの影響力
を持つ。しかし、ワインの優劣は品質や価値観と
いった主観的な判断となるため、潜在的な影響力
を持ちうるワイナリーを設定することが難しい。
そのため、信頼できる指標を提供できるコンクー
ル審査など客観的な評価への当てはめが必要とな
る（槻［7］）。
　日本のワインについて客観的な評価指標として
は、ワインを評価する「日本ワインコンクール」
とワイナリーを評価する「日本ワイナリーアワー
ド」がある。本研究ではワイナリーに注目してい
ることから後者の審査結果注 3）を採用すると、現
在の北海道において、全体的に品質の良いワイン
を造り、継続して星を獲得し、合計で 9 以上の星
を獲得している注 4）25 軒が、高評価ワイナリーと
して選定できる。

2．ワインの地域イベント
　同一地域における「地域イメージ」の形成する
場が必要である。しかし、ワインは、その土地固
有の風土や文化・価値観までもが評価されるもの
であり、著しく異なる地域イメージを発信するワ
イナリーとの共同は起きにくく、類似する地域イ

メージを形成しようとするワイナリー同士が共同し
ていると考えられる。そこで、共通する「地域イ
メージ」を形成することに同意するワイナリーが
参加する「地域イベント」に注目する。それぞれ
のワイナリーは、「地域イベント」を活用すること
で、自社の地域ブランディングを行うと同時に、
他社とも共同をしていると考えることができる。
　こうした類似した地域イメージを共有できる北
海道のワインイベントは、主に 5 つある（表 1）。
　ひとつは、「北海道のワイン」という大枠での
ブランド化を目指し、道内各地のワイナリーが参
加するものである。これは、業界団体の道産ワイ
ン懇談会が主催する「北を拓く道産ワインの夕
べ」が該当する。
　一方、道内の特定地域で、複数ワイナリーが参
加するものがある。岩見沢市で開催される「そら
ちワインピクニック」および滝川市の「そらちワ
イン＆ワイン festa in 滝川」と余市町の「ラ・
フェト・デ・ヴィニュロン・ア・ヨイチ」および

「余市スタイルまつり」が該当する。
　以上のように高評価ワイナリーが主体となると
ともに、ワイナリー同士も地域イベントを活用し
ながら、ワイン産地としての「北海道」、「後
志」、「空知」の地域ブランドやイメージを形成し
ていると考えられる。

表 1　道内のワインイベント

注 1）阿部ら［1］p.8 を参考。初回開催年および参加ワイナリー数は各イベントウェブサイトで確認。
注 2）参加ワイナリー数は、2022 年度開催のもの。委託醸造で製造されたワイン販売を行う事業者を含む。
注 3）対象欄の“●”は、本分析で対象とするイベント。

−73−



注 3）�審査は日本ワインを取り扱う酒販店、飲食店や
著作者が、個別の銘柄の品質評価ではなく、ワ
イナリーを評価する。対象ワイナリーは、設立
より 5 年以上経過した国内ワイナリー。委託醸
造ワイナリーについては、5 年以上の生産歴が
あ り 最 新 の ヴ ィ ン テ ー ジ で 年 間 1000 本

（750ml 換算）以上生産しているワイナリーが
対象。一般社団法人　日本ワイナリーアワード
協議会が主催、2022 年度は農林水産省、観光
庁が後援。受賞ワイナリーはメディアや酒販売
店、自社サイト等での報告を通して評価を高め
ることができる。

注 4）�継続の期間としては 3 ヵ年とした。その理由
は、2010 年代半ば以降に醸造免許を取得した
新設ワイナリーであっても、他ワイナリーへの
働きかけを行う、ワイン専門雑誌でも取り上げ
られるなど、既に中核的な役割を担っていると
考えられる。審査対象に必要な 5 年以上の生産
歴を考えると、2015 年以降に醸造免許を取得
しているワイナリーを選定することが相応しい
と判断するためである。

Ⅳ　先行研究

　先行研究において、地域ブランディング化を推
進する主体は、大きく 2 つに分けられる。ひとつ
は、単独の主体を対象としたもの、もう一つは複
数主体を対象としたものである。
　前者については企業ブランディングを地域ブラ
ンディングに応用したものであり、ブランディン
グ主体が明確である。この場合、ワインの地域ブ
ランド化については、ワイナリー自身が自然条
件、歴史、人、文化、産業といった、地域で長年
培われてきた資源に対する理解と貢献、地域のス
テークホルダーとの長期的な関係性の構築が必要
であることが指摘（大熊［4］）されており、単独
のワイナリーが地域ブランディングの中核的な役
割を担うことが示されている。
　後者については、地域イベントと地域ブランド
化についての研究がある。地域資産を活用するイ
ベントは、経験価値マーケティングの実践の場

（伊部［2］）やコミュニケーション・ツールとし
て、消費者にブランドイメージを構築する機能

（梶谷［5］）とともに、地域内のステークホル
ダーの共同感情を共有し、“集団としてブランド
の形成”を促進する（菅野［6］）ことが指摘され
ている。
　しかし、既存研究からは、現在の北海道のよう
に大枠としての「北海道」と、ワイナリーが集積
する「後志」、「空知」といった下位地域の地域イ
メージの形成が同時に進む現状において、「誰が」
がブランディングの主体であるかを説明すること
は難しい。
　そこで、本研究では地域ブランディングの「中
核となるワイナリー」と地域イメージを共有する

「ワインの地域イベント」に注目し、イベントに
参加するワイナリー同士の構造を、社会ネット
ワーク分析を援用することで、ネットワーク型の

「共同体」として提示する。
　そして、共同体の特徴と共同体の中のワイナ
リーの位置付けから、「北海道」、「後志」、「空知」
の地域イメージが、どのように形成されうるかを
示す。
　本研究によって、地域ブランディングの構造を
仮説として提示し、自治体や業界団体のワイン地
域ブランディング計画への示唆を得ることを目指
す。

Ⅴ　研究方法

1．社会ネットワーク分析
　ネットワーク型の共同体を示すために、社会
ネットワーク分析を援用する注 5）。
　ネットワーク分析とは、個人や企業などの組
織、国家など様々な「関係」のパターンをネット
ワークとして捉え、その構造を記述・分析する方
法である。複数の行為者を集団として捉えて、ど
のような関係構造が行為者の集まりの中に構成さ
れているか、「ネットワーク構造」を把握すると
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いう手順をとる。行為者は、ノードあるいはアク
ターと呼ばれる点で表される。ノード間は、リン
クもしくはラインあるいは紐帯、エッジと呼ばれ
る線によってグラフが描かれる。
　以下ではネットワーク分析で用いる指標を説明
する。

1）次数
　隣接するノードの数のことを次数と呼ぶ。有向
グラフの場合は、出次数と入次数の 2 つを考える
必要がある。出次数とは、任意のノードから隣接
するノードへ出て行くリンクの数である。入次数
とは隣接するノードから任意のノードに入ってく
るリンクの数である。

2）密度
　ネットワーク内に可能な関係（リンク）が実際
に存在する割合である。一般的に行為者の間に数
多くの紐帯がある場合には、全体としての結合度
が高い。行為者同士の繋がり方が密である方が、
情報の共有が頻繁に行われる。

3）中心性
　各ノードのネットワーにおける中心の程度もし
くは末端の程度を測定する指標であり、3 つの測
定方法がある。
　ひとつは、次数による中心性（次数中心性）で
ある。各ノードがネットワークのなかでいくつの
ノードと直接つながっているのかを計測し、その
数が多いほど中心性が高いとする。
　2 つ目は、距離による中心性である。各ノード
間の最短距離を測定し、最短距離（測地線）の合
計で、ネットワーク内の当該ノードを除くすべて
のノード数で割り求める。
　最後に、媒介中心性である。“1”に近いほど中
心性が高い。あるノードが他のノードとの関係を
どのように媒介しているのかによって測定する方

法である。情報伝達のハブとなるようなノードほ
ど中心性が高い。潜在的な情報の統制力や切断点
がどこにあるのかを知ることができる。

2．分析に用いる指標
　ワイナリー同士の繋がりが密な構造ほど、一体
的な地域イメージが発信できる関係性を有してい
るものとして捉えることができることから、地域
イメージ発信の「共同体」のつながり度合いの指
標に「ネットワーク密度」を使う。また、ネット
ワーク内の、ある行為者が、他の人たちを結ぶ経
路において介在する比率が高いほど、その行為者
は他の人たちの相互作用を統制しやすくなるとさ
れ「共同感情の相互作用の中心」となる。こうし
たオピニオンリーダーとなるワイナリーの構造内
での位置づけを検討するために「媒介中心性」を
指標として用いる。

3．データ
　本研究で分析対象となるワイナリーは、2022
年末時点において、道内で醸造免許を取得し自ら
ワインを造る 56 軒注 6）のワイナリーに加え、道
外で醸造免許を取得しているが道内では委託醸造
でワインを造る 1 軒、醸造免許を取得せずに道内
で委託醸造によってワイン造りを行う 29 軒であ
る。併せて 86 軒をノードとする（表 2）。
　この内、中核となる高評価ワイナリーは 26
軒、その他ワイナリーは 60 軒である。
　そして、86 軒の内、3 つのイベントに参加した
ワイナリーは 3 軒、2 つのイベントに参加してい
るのは 26 軒、1 つのイベントにのみ参加してい
るのは 36 軒である。なお、4 つ以上に参加する
ワイナリーは 0 軒である。
　なお、本研究において高評価ワイナリーは、他
のワイナリーに影響を与えることで、地域イメー
ジの形成・発信に向けた連携が行われると考える
ことから、同じイベントに参加した「高評価ワイ
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ナリーの間」および、同じイベントに参加した
「高評価ワイナリーとその他ワイナリーの間」が
リンクで結ばれるものとする。

注 5）�本節以降のネットワーク分析についての説明や
用語については、ウオウター［3］、安田［12］、
若林［14］を参考とした。

注 6）�Iwami13、Iwami14 は同じワイナリーである
が、醸造家ごとに評価されており、2 つに分け
ている。

Ⅵ　結果

1．密度
　ネットワーク全体では 86 のノードに対し、
1126 のリンクがある。
　ネットワーク全体の密度は 0.152 である。地域
区分注 7）ごとの密度（表 3）は、「後志」が 0.242、

「空知」が 0.582、「その他」が 0.166 である。ま
た、2 つの地域区分を連結した場合の密度（表 4）
は、「後志-空知」は 0.191、「後志-その他」は

表 2　ワイナリー（ノード）一覧

注 1）地域イベントのアルファベットは次のイベントを表す。
A：北を拓く道産ワインの夕べ、B：ラ・フェト・デ・ヴィニュロン・ア・ヨイチ、C：余市スタイルまつり、D：そらちワインピク
ニック、E：そらちワイン＆ワイン festa in 滝川
注 2）ワイナリー名（ノード）中の数字の後に付記されている「V」は、醸造免許を取得しておらず委託醸造でワインづくりを行う
ヴィニヤードなど。
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0.162、「空知-その他」は 0.201 である。

2．中心性
　ネットワークの中の媒介中心性の上位 20（表
5） は、0.0966～0.0017 の 幅 が あ る。 そ の 中 で
も、Yoichi10、Niki1、Tochigi の値が特に高い。
また、地域区分ごとのノード数は、「後志」が
10、「空知」が 4、「その他」が 6 である。

注 7）�地域区分は振興局区分を基本とするが、「後志」
と「空知」以外の地域は、まとめて「その他」
として表記する。

Ⅶ　結果の解釈と議論

　地域区分ごとの密度の比較から地域イメージ形
成・発信の共同性を検討する。
　単体の「地域」と、連結した「地域」の密度を
高い順に並べると「空知」、「後志」、「空知 - その
他 」、「 後 志 - 空 知 」、「 そ の 他 」、「 後 志 - そ の
他」、「全体」の順に低くなる。このことから、最
も地域メッセージの形成・発信ができる構造を持
つのは「空知」である。一方で大枠の「北海道」

地域イメージの形成・発信は最も行われ難い構造
である。
　次に媒介中心性から、高評価ワイナリーの影響
力について考察する。このネットワークにおい
て、 媒 介 中 心 性 が 高 い の は、「 後 志 」 の Yoi-
chi10、Niki1 と「その他」の Tochigi である。後
志の 2 軒は「後志」だけでなく、「北海道」の地
域イメージの中心となりやすい位置にある。「そ
の他」の Tochigi は道外のワイナリーではある
が、「後志」と「空知」の地域イメージを媒介す
る役割を担っており、「北海道」の地域イメージ
づくりに貢献している。
　また、2 つの地域区分を連結した密度に注目す
ると、「空知」のワイナリーは相互に密に繋がる
共同的な構造であるだけでなく、「後志」と比較
しても「北海道」の地域イメージ形成に貢献し得
ると言える。
　以上から、大枠の「北海道」の地域イメージ形
成・発信には、現在のように地域間を媒介するワ
イナリーによって直接的・間接的に地域同士の連
結を維持しながら、「後志」においても「空知」
と同じように、相互に密に繋がる構造を目指すこ

表 3　地域区分ごとの密度

表 4　2つの地域区分を連結した密度

表 5　上位 20 ノードの中心性
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とが望ましいと言える。

Ⅷ　まとめ

　本研究では、地域ブランディングの主体を明確
に示せない北海道において、仮説として高評価ワ
イナリーを中心としたネットワーク型共同体を主
体として提示した。また、密度と媒介中心性を指
標として、「地域」の特徴と、「高評価ワイナ
リー」の役割について説明を試みた。
　しかし、このネットワークは、地域イベントへ
の参加の有無を「共通した地域イメージ」の形成
に同意することを前提に示された構造であり、密
度の高低や媒介中心性も、同意の程度を意味す
る。これらの指標の値が高いほど、地域イメージ
形成に正の影響力を及ぼすとしているが、負のイ
メージ形成を及ぼす可能性もある。また、実際の
ワイナリー同士の共同の仕組みについての検討も
必要である。こうした点を踏まえ、地域ブラン
ディングの計画において適用可能であるかを検証
することが今後の課題である。
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